














































































６．環境保護総局長との会談記録（和文・中文）

環境保護総局解振華局長とＪＩＣＡ巡回指導調査団との会談

（記録整理　1998年 11月 20日）

1998年 11月 19日 14：00～ 14：40、解局長はＪＩＣＡ社会開発協力部長加藤圭一氏を団長とす

る日中友好環境保全センタープロジェクトフェーズⅡ巡回指導調査団と会見した。

同席者は国際合作司王之佳司長、日中友好環境保全センター張坤主任、日本大使館米谷仁一等

書記官、ＪＩＣＡ中国事務所松澤憲夫所長、日中友好環境保全センター今井千朗チーフアドバイ

ザー等。

解局長は歓迎の意を表した後、「今月 25日、江沢民主席に随行し日本を訪問する。今回の訪問

では日中友好環境保全センターについても話し合われる。日本のマスコミのインタビューでもこ

れらを話題にした。」と述べた。

「今後どのようにセンターを活用するのか」という加藤団長の質問に対して：

これに関しては非常に関心がある。センターが今果たしている役割と発展のスピードに対して

満足している。センターが全国的な環境保全業務の政策研究、宣伝教育、情報交流及びモニタリ

ングにおいて中心的な役割を果たすことを期待している。センターは中日環境協力の窓口でもあ

る。中心的な役割を果たすだけでなく、窓口としても機能しなければならないが、進展を見る限

りセンターはこの二つの役割を果たしている。

情報センターのコンピューター問題は既に解決した。中国の環境情報ネットワークは既に構築

済みで、ネットワーク上で中国の環境の現状を見ることができる。しかしまだ完全とはいえない。

100都市に情報ステーションを建設することで整備していきたい。日本訪問の際、中日環境協力の

枠組みに関する文書に署名する予定であるが、100都市情報ステーション建設に関する内容も含ま

れている。将来的にはモニタリングデータをすべてネットワーク上に流す。水質、大気、生態状

況はネット上で見ることができるようになる。現在私はネットワークを利用して業務を指示して

いる。情報センターは既に中心的な役割を果たしているといえる。

広報教育センターは中国の環境研修基地である。各地の広報教育センターを指導できる。地方

と一つのネットワークを形成する。広報教育センターはしっかり役割を果たしている。国内の各

地方だけでなく、ＮＧＯや国外とも様々な活動を展開している。

環境経済政策研究センターは中国の重大な政策に関する研究を行っている。各国の政策に関す

る研究も実施している。対外環境政策において役割を果たしている。中国の発展・環境に関する

戦略・政策について提言する。
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分析測定試験センターは日中友好環境保全センターの開放型実験室でもあり、全国的な環境分

析測定試験センターでもある。このセンターの大型設備は対外的に開放することで大きな役割を

果たしている。

標準物質研究所は環境モニタリングのための基本を保証している。全国の標準物質はすべてこ

の研究所で作られたものである。

ＩＳＯ 14000の事務局も日中友好環境保全センターに設置されており、廃棄物輸入管理・登録

（パーセル条約）業務を実施している。ＡＰＥＣ中国環境保護センターの重要な業務もここで実施

している。

日本の援助で建設された講堂は行政管理面で役割を果たしており、総局の会議はよくここで開

催している。国家指導者から地方の指導者に至るまで、アジアオリンピック村の近くに「日中友好

環境保全センター」があることを知っている。日中友好環境保全センターは開所してから２年あま

りしか経っていないが、しっかりとその役割を果たしている。皆様が満足しているかどうかわか

らないが、私は満足している。

前ＪＩＣＡシニアアドバイザー、調査団副団長大島氏は、「情報センターはこの一年間でたくさ

んの成果をあげ、大きく変わった。広報教育センターは日本だけでなく、その他の国や地域とも

友好的協力関係を築き上げ、数多くの環境映像資料を収集した。」と述べた。

それを受けて解局長は、「中央電視台、北京電視台の番組はそこで制作しており、ビデオも提供

している。番組の最後には日中友好環境保全センターの名前も流しているが、その宣伝効果は計

り知れない。」と述べた。

機構改革における環境協力業務の役割分担について：

今後政治、外交上の事務以外の中日環境協力に関する業務はすべて日中友好環境保全センター

で行う。政府間協力は国際司王之佳司長が行い、民間を含むその他の協力は張坤主任に任せる。民

間活動は代表は彼で、私はそれに参加する形になる。総局には対外協力センターが設置されてお

り、中国の対外的な環境協力に関する業務を担当している。唯一中日環境協力を日中友好環境保

全センターが担当する。これはセンターに対する支持の表われである。

中国の行政機構改革と科学技術体制改革に伴うセンターの地位について：

センターの力が弱くなることを心配しているようだがそれはあり得ない。国家環境保護（総局）

の力が強くなるとともにセンターの力も強くなる。このセンターは新しい組織で、職員は若く、資

質も高い。雇用については数を求めず質を求める。中国は人口が多く、雇用しようと思えば何万

人でも確保できる。しかし、雇用に際しては試験を行い、高学歴、高資質の人間を就職させる。仮

に 100人で 500人分の仕事ができればこの組織は良い組織である。
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センターの運営費について：

経費は問題ではない。情報センターにたくさんの経費を与えたが、与えなかったらこんなに早

く発展することはなかったであろう。センターの専門家宿舎の建設費については、一度に 500万

元の経費を与えた。従って経費は不足していない。中国の科学技術体制は改革する必要があるが、

センターが困るようなことは起こらない。できるだけ収益の上がる仕事をセンターに与えるよう

にする。環境保全はお金もうけだけを考えてはならない。仕事をしっかりと行うことが大事であ

る。

センター職員の給与は総局直属の組織のなかで一番低い。国家は彼らに経費を与え、彼らはま

ず業務のためにその経費を使う。それを最初にボーナスとして支給することはしない。彼らに経

費を支給すれば役割をしっかり果たすので心配は要らない。皆様が経費を援助すると言うのであ

れば私は歓迎する。センターは「両家」が共同で建設した組織である。みんなで支持していきたい。

これらの状況を日本国内に伝えてくださるようお願いする。
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